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問題と目的
大学・短期大学に専修学校を含めた進学率は, 平成





きたが, 近年では, 入学前後の友人関係 (Swenson,
Nordstrom, & Hiester, 2008) や親子関係 (Agliata &
Renk, 2008; Hickman, Bartholomae, & McKenry,
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Abstract
Junior college students in a childcare training course are expected to adapt to a wide variety of conditions, to gain
as much knowledge in the area of child development, and to learn certain skills about childcare during the short period
of schooling. In many cases, they will work as childcare workers, two or three years after they graduate from high
school. The present study examined the hierarchical adjustments of junior college students in an early childhood edu-
cation course: adjustment to college, interests in specialized learning, willingness to enter a profession, and the efficacy
of keeping a job were investigated. Time 1, Junior college students (N=204) completed the Hierarchical Adjustment
Scale, measures of satisfaction with friends, Learning and College Life Scale, and a questionnaire of the possibilities of
a career as a childcare worker. Four weeks later, at Time 2, participants (N=217) completed the Hierarchical Adjust-
ment Scale and the Identity Status Scale. Results provided support for the reliability and validity of the Hierarchical
Adjustment Scale. The analysis of cross-lagged effects model revealed that adjustment to college predicted the efficacy
of keeping a job. Moreover, contrary to expectations, the efficacy of keeping a job had significant effects on interest in
specialized learning and the willing to enter a profession.
	adjustment to college, training school of childcare worker, commitment, job hunting
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西, 2003; Lidy & Kahn, 2006), さらには ADHD 傾向
(Norvilitis, Sun, & Zhang, 2010; Rabiner, Anasto-



























｢入口｣ から ｢出口｣ までの望ましい学修という観点を
含めて大学適応(2)を考えていきたい.
本研究ではこのような視点から, 保育者養成の短期大




きりしており, 高等教育の ｢入口｣ から ｢出口｣ までの
各教科や行事の位置づけ, 学生の到達目標が比較的明確










































は, 専門科目へのコミットメントである. 入学後は, 学
修が進むにつれてより専門性の高い授業を履修すること








2008；三木・桜井, 1998) にある一方で, 知識の獲得や
実習経験を通して保育の困難さを経験し, 自己効力感を











































う. 文部科学省による平成 19 年度学校教員統計調査に
よれば, 小学校, 中学校および高等学校の教員では, 離
職者の 5割から 6割が定年退職によるもので, 最も多い
離職理由となっている. 対して幼稚園教諭では, 定年退
職は離職者の 5～10％程度にとどまり, 転職 (22.9％)
やその他の理由のため (67.0％) に離職する割合がそれ
を上回っている. 従来から保育者は, 数年以内の離職が
多いことが指摘されているが, 近年では 2, 3 年以内の
早期離職も増加しているという (廣川, 2007). 就業の
継続には, 内外の様々な要因が関連するとともに, 在学
中の各コミットメントが少なからず寄与していると考え





















討を行う. 第 1 に, 4 つのコミットメントを測定するた
め, 保育系短期大学生を対象とした尺度を開発する. 同
時に信頼性 (内的整合性, 再検査信頼性) および妥当性
(因子的妥当性, 基準関連妥当性, 収束的妥当性) の検
討を行う. 第 2に, 本研究で仮定したコミットメントの
階層性が支持されるかどうかを検証する. 理論上隣り合
うコミットメントは相対的に強い関連を示すことが予想
されるが, これを確認する. 第 3に短期縦断調査により
各コミットメント間の因果関係を探る. 4 つのコミット
メントがどのような因果関係にあるのかについて, 交差




東海地方の短期大学 1校の 1年生を対象に 2度の調査
(12 月, 1 月) を実施した. 対象校は 2 年制の短期大学
で, 保育士資格と幼稚園教諭 2種免許が取得可能となっ
ている保育者養成校である. 対象者は 12 月時 (以下
Time 1) で 204 名 (女性 200 名, 男性 4 名), 1 月時





結果, Time 1 で 193 名 (女性 189 名, 男性 4 名, 平均
18.94 歳), Time 2 で 203 名 (女性 198 名, 男性 5 名,




能であった 174 名 (女性 170 名, 男性 4 名, 平均年齢
18.89 歳) が因果関係の分析対象となっている.
調査内容 (Time 1)
① 階層的大学コミットメント尺度 (保育版) の項目
｢大学適応｣ に関しては, 既存の大学生活不安尺度
(藤井, 1983), 学生生活満足度尺度 (吉村, 2004) を参
考にしながら 9 項目を作成した. ｢専門領域への興味｣
は保育や子どもに関する事項や関係する専門科目に対し
て関心を持つ傾向を測定する項目を独自に作成した (6
項目). ｢専門職への志向｣ および ｢職業の継続性｣ も同
様に, 保育職に就く意欲やその継続への姿勢を示す項目
をそれぞれ 6項目作成した. 計 27 項目について, ｢全く














(Marcia, 1966) の 1 つの観点である, 人生の重要な領












活の満足度を測定する設問 (2 問) を採用し, 若干表現
を修正したものを実施した. ｢この 1 週間の生活を思い
出してください. どのような内容であれ, 『毎日が充実
している』 と感じますか｣ (大学生活の充実感), ｢現在
の大学での授業や演習, 自習等を含めた勉強は, あなた
にとって充実したものとなっていますか｣ (学習の充実
感) のそれぞれの項目に対して ｢充実していない｣ から
｢充実している｣ までの 5件法で回答するように求めた.
④ 保育者としての効力感
保育者効力感尺度 10 項目のうち, 三木・桜井 (1998)
の本調査で .60 以上の因子負荷を示していた上位 5項目
(｢私は, 子どもの能力に応じた課題を出すことができる
と思う｣, ｢私は, どの年齢の担任になっても, うまくやっ
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ていけると思う｣, ｢私は, 子どもの状態が不安定な時に
も, 適切な対応ができると思う｣, ｢私は, クラス全体に
目を向け, 集団への配慮も十分できると思う｣, ｢私は,
1 人 1 人の子どもに適切な遊びの指導や援助を行えると
思う｣, 5 項目でα=.89) を使用した. 先行研究に倣い,














Time 1 と同様に 27 項目を実施した.
② 同一性地位
現在の自己投入 (コミットメント) の下位尺度を含む
加藤 (1983) の同一性地位判定尺度を実施した. この尺
度は ｢現在の自己投入｣, ｢過去の危機｣, ｢将来の自己投
入の希求｣ の 3下位尺度 12 項目から成る. ｢全くあては




Time 1 に関して, 各項目の平均値, 標準偏差を確認
した後, 階層的大学コミットメント尺度の因子分析を実
施した (主因子法, promax 回転). 仮定どおり 4 因子
解を採用し, 特定の因子に.35 以上のパターン, 他の因
子に .25 未満のパターンを示した項目のうち, 上位 4 項
目を残して再度因子分析を行ったものがTable 1 である.
第 1 因子から順に, ｢大学適応｣, ｢専門職への志向｣,
｢職業の継続性｣, ｢専門領域への興味｣ の項目がそれぞ
れ高いパターンを示していた.
Time 1 の因子構造をもとに Time 2 のデータを用い
て確認的因子分析を実施したところ, 対応する項目での
推定値は全て有意 (p<.001) となった. 適合度も尺度の
因子的妥当性を支持する結果であった (χ2 (98) =
216.09, GFI=.89, AGFI=.85, CFI=.93, RMSEA=.08).
Table 2 に階層的大学コミットメント尺度の平均値, 標




Table 1 階層的大学コミットメント尺度 (Time 1) の因子分析結果
Time 1
F1 F2 F3 F4
大学適応
私はこの大学に入ったことを誇りに感じる. .67 -.02 .00 .21
この大学は私に合っていると思う. .62 .04 .00 .13
大学で友人たちと会えるのがうれしい. .78 -.01 -.02 -.18
毎日, 大学に通うのが楽しい. .89 -.08 .10 -.17
専門領域
への興味
保育の専門の授業はしっかりと聴くようにしている. -.12 -.10 .01 .87
保育に関係した本を自主的に読むことがある. -.19 -.04 .19 .60
保育の専門の授業は面白い. .20 .05 -.11 .70
日ごろから保育や子どもについて考えることが多い. .07 .15 .04 .39
専門職
への志向
私は保育者になることを決めている. .08 .92 -.05 .01
保育者になること以外の道をあまり考えていない. -.15 .77 .15 -.16
時期が来たら, 保育者になるために就職活動をするつもりである. .06 .54 .02 .15
保育者になるかどうかまだ迷っている. .02 -.84 .02 .01
職業の
継続性
保育者として働き続ける自信があまりない. -.05 -.12 -.42 -.15
保育者になれたとしても, あまり長続きしないような気がする. -.07 -.04 -.63 -.08
私は人よりも長く保育の仕事を続けると思う. -.01 -.05 .84 .00
保育の仕事をできるだけ長く続けていきたい. .03 .11 .67 .00
あった. また, Time 1 と Time 2 で対応する尺度の相
関係数は .74 から .79 の値を示しており, 尺度が十分な
再検査信頼性を有していることも確認された (Table 2).
以降の分析のため, 逆転項目については処理を行った後,





(Table 3). まず ｢大学適応｣ では, 友人関係の満足感,
大学生活の充実感, 学習の充実感との間に有意な関連が
見られた. また, 弱いながらも就職可能性とも関連が見
られた. ｢専門領域への興味｣ は, 学習の充実感, 友人
関係の満足感, 保育者効力感などとの相関係数が有意で
あった. また, ｢専門職への志向｣ は就職可能性と r=.59
の相関係数を示し, 学習の充実感とも弱い関連が見られ
た. 最後に ｢職業の継続性｣ に関しては, 保育者効力感
と関連が見られ, 友人関係満足感とは弱いながらも負の






度得点との関連を検討した. 全体で 16 科目が挙げられ
ており, そのうち, 選択率が Time 1 の分析対象者の
5％ (10 名) を上回ったのは, 『教育実習法』 (事前・事
後指導, 43.5％), 『乳児保育』 (10.9％), 『音楽』 (声楽
およびピアノ, 8.8％), 『図画工作』 (5.2％), 『体育』
(教養科目の体育実技, 5.2％) の 5 科目であった(3). こ
れらのいずれかを選択した対象者 (142 名) を選択した
科目によって群分けし, 選択した科目を独立変数, 階層
的大学コミットメント尺度の各得点を従属変数とする一
要因分散分析を実施した. 各群の平均値 (標準得点) を
Figure 1 に示す.
分散分析の結果, ｢大学適応｣ (F (4,137) =3.41, p<
.05), ｢専門領域への興味｣ (F (4,137) =7.10, p<.001),
｢専門職への志向｣ (F (4,137) =6.64, p<.001), ｢職業の
継続性｣ (F (4,137) =5.59, p<.001) のいずれの尺度で
も有意差が見られた. Tukey の HSD 法 (p<.05) を実
施したところ, ｢大学適応｣ では, 『教育実習法』 を選択
した対象者で 『体育』 を選択した対象者よりも高い傾向
にあった. ｢専門領域への興味｣ は, 『教育実習法』 もし
くは 『乳児保育』 を挙げた対象者と 『体育』 を挙げた対
象者の差が有意であった. ｢専門職への志向｣ では, 『教
育実習法』, 『乳児保育』 と 『体育』, 『音楽』 の間の差が
有意であった. ｢職業の継続性｣ に関しては, ｢専門領域
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Table 2 階層的コミットメント尺度の平均値, 標準偏差および信頼性係数
Time 1 Time 2 再 検 査
信頼性(r)平均値 (標準偏差) α係数 平均値 (標準偏差) α係数
大学適応 14.22 (2.75) .82 14.02 (2.93) .81 .79
専門領域への興味 13.84 (2.48) .74 14.19 (2.46) .71 .74
専門職への志向 15.24 (3.45) .85 15.25 (3.78) .88 .77
職業の継続性 12.06 (2.82) .81 12.48 (3.02) .86 .75











大学適応 .49*** .28*** .25*** .13 .19**
専門領域への興味 .20** .11 .32*** .15* .09
専門職への志向 .02 .00 .15* -.02 .59***
職業の継続性 -.14* .02 -.04 .24*** .08
* p<.05 ** p<.01 *** p<.001
※当該尺度得点以外の階層的大学コミットメント尺度得点を統制
への興味｣ と同様に, 『教育実習法』, 『乳児保育』 と
『体育』 の間に有意な差が見られた. 尺度間にはある程
度の相関関係があるため, いずれの尺度においても有意
差が見られたが, 効果量 (η2) はそれぞれ .09, .17, .16,
.14 であり, ｢専門領域への興味｣ で最も高い値を示し







過去の危機 (α=.41), 将来の自己投入の希求 (α=.36)
で低い値を示した. 因子分析 (主因子法, promax回転)
の結果からも加藤 (1983) と対応する 3因子は抽出でき
なかったため, ある程度の内的整合性が確認された現在
の自己投入 (α=.64) の得点のみを分析に用いた. 階層
的大学コミットメント尺度との相関係数は, ｢大学適応｣
が r=.36, ｢専門領域への興味｣ で r=.40, ｢専門職への
志向｣ で r=.42, ｢職業の継続性｣ で r=.40 であった (い
ずれも p<.01). 他の階層的大学コミットメント尺度を
統制した偏相関係数は, それぞれ .16, .14, .13, .12 であ
り, ｢大学適応｣ のみが有意 (p<.05) で, その他は 10
％未満の水準 (p<.10) にあった. 現在の自己投入は,
｢自己定義を実現し, 自己を確認するための, 独自の目
標や対象への努力の傾注の有無｣ (加藤, 1983) と定義
されるものである. よりコミットメントの対象 (大学,





先の Time 1 の探索的因子分析および Time 2 の確認








































大学適応 － .59 .51 .35 － .76 .67 .55
専門領域への興味 － .61 .53 － .80 .59
専門職への志向 － .63 － .66
職業の継続性 － －
※Time 1 は探索的因子分析による因子間相関, Time 2 は確認的因子分析による相関の推定値
Table 4-2 階層的大学コミットメント尺度の下位尺度間相関















大学適応 － .43 .40 .35 － .37 .35 .39
専門領域への興味 － .50 .50 － .60 .49
専門職への志向 － .61 － .66
職業の継続性 － －
因子間で高い係数が得られ, 離れるほど係数が低くなる
傾向が見られた. これらは, 4 側面へのコミットメント
が階層構造をなしているという仮定を支持する結果であ
ると言えよう. 下位尺度間相関 (Table 4-2) において
も同様な傾向が確認された. ただし, Time 2 の下位尺





果関係を検討するため, Time 1 の得点を独立変数,
Time 2 の得点を従属変数とするパス解析を実施した.
Time 1 の変数間, および Time 2 の変数の誤差間に共
分散を仮定したモデルを用いて共分散構造分析を実施し




し, 得られた結果が Figure 2 である. 適合度指標はそ
れぞれ, χ2 (9) =17.11, GFI=.98, AGFI=.91, CFI=.99,
RMSEA=.07 であった. まず, ｢大学適応｣ は ｢職業の
継続性｣ の有意な予測因であった. また, ｢職業の継続




それぞれ同一の変数間では, .59 から.79 のパス係数が
得られたが, 比較して ｢専門領域への興味｣ と ｢専門職









(Table 4-1, 4-2) にありながらも, 安定した 4つのまと
まりを確認することができた. 1 ヶ月という短い期間で
はあるが, 2 時点の相関係数では.73 から.79 の値が得ら
れ, 再検査信頼性についても十分な値が得られたと言え
よう.
Time 1 で実施された友人関係満足感, 大学生活の充
実感, 学習の充実感, 保育者効力感, 就職可能性との関
連からは, ほぼ予測通りの結果が得られた. ｢大学適応｣
は友人関係満足感や大学生活の充実感などと有意な相関
を示し, 以降, 仮定上で後者のコミットメントほど, 専
門的学業や技能, 就職に関する変数と有意な関連を示し




の継続性｣ が ｢専門職への志向｣ に影響するという結果



























な相関係数を示した. 中でも, ｢大学適応｣ に関しては,
他尺度を統制後の偏相関係数でもその有意性が示された.















となった. ただし, Time 2 の下位尺度間相関 (Table 4-









メントの関連性は, Time 1 と Time 2 の両データでお
おむね確認されたと言えよう.
さらに, Time 1 を基準変数, Time 2 を従属変数とす
る交差遅延効果モデルの検討の結果, ｢大学適応｣ を基
礎としながらも, Time 1 の ｢職業の継続性｣ が Time 2


































施されておらず, 対象者達は幼稚園, 保育所, 施設での



















課題が残されている. 第 1に, 様々な保育者養成校を対
象にした調査が求められる. 本研究の調査校は, 学生募
集も順調であり, 卒業生の就職率が高く, その中でも専
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 本研究は 2009 年度日本福祉大学課題研究費の助成を受け
た. なお, 本研究の一部は日本教育心理学会第 52 回総会
にて発表された.
 この意味で, 本研究で測定されるのは ｢適応感｣ (ex. 半澤,
2009) や ｢主観的適応状態｣ (大久保, 2010) とは異なる.
項目の内容 (何に適応するべきか) は, 高等教育機関にお
いて何にコミットメントすることが望ましいかという外的
基準 (望ましい履修や単位取得, 将来の職種のモデル等)
が前提となっている. 本研究では一貫して ｢適応｣ と呼ぶ
こととする.
 実際の開講科目の名称とは一部異なる.
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